
令和７年度における神奈川県地域職業訓練実施計画
（求職者支援訓練）の策定に向けた検討について
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神奈川労働局職業安定部訓練課

１ 令和７年度神奈川県地域職業訓練実施計画(求職者支援訓練）の

策定にあたっての検討事項

２ 令和７年度求職者支援訓練における年間計画策定について（案）

３ 令和７年度における神奈川県地域職業訓練実施暫定計画（案）
（求職者支援訓練）
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令和６年度
神奈川県地域職業訓練実施計画策定方針

令和７年度
神奈川県地域職業訓練実施計画策定方針（案）

1 訓練規模・就職率目標

○ 訓練規模（認定上限値）　　2,412人
　　　　　　　　　　　　　　　　　※厚生労働省からの配分（案）
○ 雇用保険適用就職率目標
　  基礎コース58％　　実践コース63％
○ 認定定員のうち、506人はデジタル分野において認定。

○ 訓練規模（認定上限値）　　2,657人
　　　　　　　　　　　　　　　　　※厚生労働省からの配分（案）
○ 雇用保険適用就職率目標
　  基礎コース58％　　実践コース63％
○ 認定定員のうち、558人はデジタル分野において認定。

2 基礎と実践の割合

○ 基礎コース　30％　 　　724人
○ 実践コース　70％ 　　1,688人

　※実践コースのうち、ｅラーニングコースについては、
　　20％を上限とする。

○ 基礎コース　30％　 　　797人
○ 実践コース　70％ 　　1,860人

　※実践コースのうち、ｅラーニングコースについては、
　　20％を上限とする。

3
実践コースの訓練分野
別の割合

○ 実践コース　　　　1,688人
　　・介護系　　　　　　　338人（20％）
　　・デジタル系　　　　　506人（30％）
　　　　　　うちIT分野　　338人（20％）
　　　　　　WEBデザイン系　168人（10％）
　　・医療事務系　　　　168人（10％）
　　・その他　　　　　　　591人（35％）
　　・共通枠　　　　　　 　85人（5％）

※実践コースの訓練分野毎の訓練認定規模を超えた認定申請
　があった場合には、全ての分野に適用可能な「共有枠」を用い
　た認定を行う。
　（実践コースの訓練実施計画規模以内での運用となる。）

○ 実践コース　　　　1,860人
　　・介護系　　　　　　　372人（20％）
　　・デジタル系　　　　　558人（30％）
　　　　　　うちIT分野　　372人（20％）
　　　　　　WEBデザイン系　186人（10％）
　　・医療事務系　　　　186人（10％）
　　・その他　　　　　　　651人（35％）
　　・共通枠　　　　　　 　93人（5％）

※実践コースの訓練分野毎の訓練認定規模を超えた認定申請
　があった場合には、全ての分野に適用可能な「共有枠」を用い
　た認定を行う。
　（実践コースの訓練実施計画規模以内での運用となる。）

令和７年度神奈川県地域職業訓練実施計画(求職者支援訓練）の策定にあたっての検討事項

項目
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4 新規参入枠の割合

○ 基礎コース　上限値30％
○ 実践コース　上限値30％

※新規枠は必ず設定し、かつ上に掲げた値を超えてはならない
　が、ある認定単位期間で実績枠に余剰定員が発生した場合
　は、枠の活用のために同一認定期間内で新規枠へ振り替え
　ることも可能とする。

○ 基礎コース　上限値30％
○ 実践コース　上限値30％

※新規枠は必ず設定し、ある認定単位期間で実績枠に余剰定
　員が発生した場合は、枠の活用のために同一認定期間内で
　新規枠へ振り替えることも可能とする。

5 地域ニーズ枠の設定

○ 基礎コース又は実践コースで少なくも１訓練コース設定
○ 特定の地域：県西部地域　（平塚、小田原、松田公共職
　　業安定所の管轄内）
○ 訓練認定規模の20％以内
 
※eラーニングコースは対象外とする。

○ 基礎コース又は実践コースで少なくも１訓練コース設定
○ 特定の地域：県西部地域　（平塚、小田原、松田公共職
　　業安定所の管轄内）
○ 訓練認定規模の20％以内
 
※eラーニングコースは対象外とする。

6

その他
対象者の特性、訓練
ニーズに応じた職業訓
練の取扱い

○ 学卒未就職者、生活困窮者、短時間労働者等の不安
　　定就労者、就職氷河期世代の者のうち不安定な就労に
　　就いている者や無業状態の者などに対する職業訓練を
　　別枠として特出せず、対象者の特性・訓練ニーズに応
　　じた職業訓練を実施する場合には、各コースの内数と
　　して実施する。

同左
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令和７年度求職者支援訓練における年間計画策定について（案） 

 

令和６年１０月２日（水）に令和６年度第１回中央職業能力開発促進協議会（以下、「中央協議

会」という）が開催され、当該協議会で出た意見を踏まえ、求職者支援訓練における令和７年度

の各都道府県の認定上限値（案）および実施規模と分野（案）が示されたところである。当該（案）

を基に、神奈川県における求職者支援訓練の実施計画を次のとおり策定した。 

 

 

１ 設定上限値について 

   神奈川県においては、認定上限値（案）として２，６５７人が配分されている。 

 神奈川県における求職者支援訓練の受講者数については、表１のとおり、受講者数が増加傾向

にあり、認定上限値として２，６５７人は妥当である。 

 

〔表１〕 

（令和４年度） 

訓練種別 認定上限値  （割合） 認定定員数 受講者数   （割合） 

基礎コース ９０５人  ３５％  ７０１人  ５７４人  ３０．５％  

実践コース １，６８２人  ６５％   １，６１４人  １，３１０人  ６９．５％  

合計 ２，５８７人  １００％   ２，３１５人  １，８８４人  １００．０％  

（令和５年度） 

（令和６年度） 

（注１）令和６年度の認定定員数は、１２月開講分までの状況である。 

（注２）令和６年度の受講者数は、１０月開講分までの状況である。 

 

 

２ 基礎コースと実践コースの割合について 

 神奈川県における過去３か年の基礎及び実践コースの受講者数の割合を集計したところ、上

記表１のとおりとなっており、近年は、基礎コースの受講者の割合は、おおむね３０％で推移し

ているため、神奈川県における令和７年度計画においても表２のとおり基礎コース３０％、実践

コース７０％の配分とするのは妥当である。 

 

〔表２〕 

（令和７年度） 

訓練種別 認定上限値    （割合） 

基礎コース  ７９７名  ３０％  

実践コース １，８６０名    ７０％  

合計 ２，６５７名  １００％  

 

訓練種別 認定上限値  （割合） 認定定員数 受講者数   （割合） 

基礎コース ９１６人  ３５％  ８７６人  ６４５人  ３３．９％  

実践コース １，７０１人  ６５％  １，７８１人  １，２５７人  ６６．１％  

合計 ２，６１７人  １００％  ２，６５７人  １，９０２人  １００．０％  

訓練種別 認定上限値  （割合） 認定定員数 受講者数   （割合） 

基礎コース ７２４人  ３０％  ５９３人  ３９８人  ３４．６％  

実践コース １，６８８人  ７０％  １，２９８人  ７５３人  ６５．４％  

合計 ２，４１２人  １００％  １，８９１人  １，１５１人  １００．０％  
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３ 実践コースの分野別割合について 

  実践コースの分野は、デジタル系、介護系、医療事務系及びその他の４区分としており、   

各分野の認定上限値及び受講者の割合は、表３のとおりとなっている。 

 

〔表３〕 

（令和４年度） 

訓練種別 認定上限値   （割合） 認定定員数 受講者数 
認定定員に対する 

受講者の占める割合 

実践コース １，６８２人  １００％  １，６１４人  １，３１０人  ８１．２％  

 デジタル系 ４２０人  ２５％  ５２５人  ４８２人  ９１．８％  

  うちＩＴ ２５２人  １５％  １４５人  １３７人  ９４．５％  

  うちWeb ﾃﾞｻﾞｲﾝ １６８人  １０％  ３８０人  ３４５人  ９０．８％  

 介護系 ３３６人  ２０％  ２０８人  １５１人  ７２．６％  

 医療事務系 １６８人  １０％  １０４人  ９０人  ８６．５％  

 その他 ６７３人  ４０％  ７７７人  ５８７人  ７５．５％  

 共通枠 ８５人  ５％     

 

（令和５年度） 

訓練種別 認定上限値   （割合） 認定定員数 受講者数 
認定定員に対する 

受講者の占める割合 

実践コース １，７０１人  １００％  １，２０２人  ８３４人  ６９．４％  

 デジタル系 ４２５人  ２５％  ３４７人  ２９５人  ８５．０％  

  うちＩＴ ２５５人  １５％  ８５人  ８３人  ９７．６％  

  うちWeb ﾃﾞｻﾞｲﾝ １７０人  １０％  ２６２人  ２１２人  ８０．９％  

 介護系 ３４０人  ２０％  １２２人  ８１人  ６６．４％  

 医療事務系 １７０人  １０％  ５８人  ４０人  ６９．０％  

 その他 ６８１人  ４０％  ６７５人  ４１８人  ６１．９％  

 共通枠 ８５人  ５％     

 

（令和６年度） 

訓練種別 認定上限値   （割合） 認定定員数 受講者数 
認定定員に対する 

受講者の占める割合 

実践コース １，６８８人  １００％  ９９３人  ７５３人  ７５．８％  

 デジタル系 ５０６人  ３０％  ３１５人  ２８０人  ８８．９％  

  うちＩＴ ３３８人  ２０％  １１５人  ９５人  ８２．６％  

  うちWeb ﾃﾞｻﾞｲﾝ １６８人  １０％  ２００人  １８５人  ９２．５％  

 介護系 ３３８人  ２０％  １７０人  ９０人  ５２．９％  

 医療事務系 １６８人  １０％  １０１人  ８０人  ７９．２％  

 その他 ５９１人  ３５％  ４０７人  ３０３人  ７４．４％  

 共通枠 ８５人  ５％     

（注）令和６年度の認定定員数及び受講者数は、１０月開講分までの状況である。 
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 表３によると、認定定員に対する受講者の占める割合は、訓練分野によって上昇しているも

のと依然低調に推移しているものがある。 

デジタル系（特にＩＴ分野）および介護系は実施機関が少ない状態ではあるものの、デジタ

ル系への重点化および人材確保が困難な介護系を推進するため、デジタル系は認定下限３０％、

介護系は２０％の認定定員数とすることが妥当である。 

 その他分野については、実践コース全体の認定定員数からデジタル系、介護系、医療事務系

および共通枠を除した残数として３５％認定定員数とすることが妥当である。 

これにより、令和７年度の実践コースの分野別割合については表４のとおりとすることが妥

当である。 

なお、ｅラーニングコースについては、受講対象者を限定していることに鑑み、各月とも全

体の定員数の２０％程度を上限とし、各月の定員数および認定分野については、神奈川労働局

と独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構神奈川支部との協議により決定する。 

 

〔表４〕 

令和７年度 

訓練種別 認定上限値 認定上限値の割合 

実践コース １，８６０人  １００％  

 デジタル系 ５５８人  ３０％  

うちＩＴ ３７２人  ２０％  

うち Web ﾃﾞｻﾞｲﾝ １８６人  １０％  

介護系 ３７２人  ２０％  

医療事務系 １８６人  １０％  

その他 ６５１人  ３５％  

共通枠 ９３人  ５％  

 

 

４ 新規枠の割合について 

新規実施機関が参入する際に優先的に認定できるよう新規枠を設定している。 

 神奈川県における新規参入枠の上限値は、基礎コース３０％、実践コース３０％で設定してい

るところであり、令和７年度においても新規参入枠の上限値は、基礎コース、実践コースともに

３０％を上限値とすることが妥当である。 

 

 

５ 認定単位期間について 

 神奈川県においては、認定単位期間を毎月単位として申請を受付け、認定しているところであ

る。 

これは、求職者に対して訓練の受講機会を均等に付与すること、実施機関において昨今の状況

から長期に講師等の配置計画を立てることが難しいとの意見があることから毎月単位の申請方

式としている。 

 令和７年度においても前年度と同様に毎月単位の申請方式とすることが妥当である。 
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６ 特定の対象者の特性・訓練ニーズに応じた職業訓練の取扱いについて 

（１）学卒未就職者、生活困窮者、不安定就労者および就職氷河期世代等を対象とする職業訓練 

 令和６年度の地域職業訓練計画において、当該職業訓練を別枠として特出せず、各分野の内 

数として実施することとしたことから、令和７年度においても期中に発生することが想定さ 

れる特定の対象者に関する訓練コースの認定に対応できるよう同様の取扱いとすることが妥 

当である。 

  

（２）地域ニーズ枠について 

   地域ニーズ枠を基礎又は実践コースで少なくとも１訓練コース分、特定の訓練分野、特定

の対象者又は特定の地域について設定することが示されている。 

神奈川県内の求職者支援訓練は全体の約７割が横浜市内中心に実施されているところであ

り、修了者アンケートの意見では、居住地付近での実施を求める声が依然として寄せられて

いることから、特に訓練実施が少ない県西部地域に設定することとする。 

   計画枠の上限値は、訓練認定規模の２０％以内で設定することが妥当である。 

   なお、居住地付近からの通所を想定していることから、eラーニングコースは地域ニーズ枠

の対象外とする。 



令和７年度における神奈川県地域職業訓練実施暫定計画（案） 

（求職者支援訓練） 
 

令和６年 月 日 

 

１ 令和７年度上半期における求職者支援訓練の実施規模と分野 

 

・ 本暫定計画は特定求職者等に対して令和７年４月以降も切れ目なく職業訓練の機

会を提供するため、令和７年９月までの暫定として求職者支援訓練を順次認定す

るために必要な事項を定めたものである。 

・ 令和６年度は景気が緩やかに持ち直しており、求人が底堅く推移しているものの、

物価上昇が雇用に与える影響に引き続き注意が必要な状況である。そのような中

で、より一層非正規労働者や自営廃業者などの雇用保険の基本手当を受けること

ができない者に対する雇用のセーフティーネットとしての機能が果たせるよう、

また、雇用保険受給者がより自らの就職に必要な能力の開発や向上に適した訓練

を受けることが出来るよう、必要な訓練機会を提供するため、年間の訓練認定規模

２，６５７人※を上限とすることを想定し、計画期間中は１，５３８人を上限とす

る。 

 ※政府予算案決定前の段階における暫定的な想定規模である。 

・ 訓練の種類としては、基礎的能力のみを習得する職業訓練（基礎コース）も設定す

るが、基礎的能力から実践的能力までを一括して習得する職業訓練（実践コース）

を中心とする（求職者支援訓練の７０％）。 

・ その際、成長分野とされている分野・職種に重点を置くとともに、地域における産

業の動向を踏まえたものとする。 

・ また、コース設定の要件緩和等を踏まえて、地域の関係機関と連携し、未就職のま

ま卒業することとなった新規学卒者、コミュニケーション能力等の課題を有する

生活困窮者、さらには短時間労働者等の不安定就労者、就職氷河期世代の者のうち

不安定な就労に就いている者や無業状態の者など、対象者の特性・訓練ニーズに応

じた職業訓練の設定を推進する。 

・ 訓練認定規模は、以下のとおりとする。 

 訓練認定規模 

基礎コース ４９０人      

実践コース １，０４８人      

 デジタル系 

（うち IT） 

（うち Web デザイン） 

介護系 

医療事務系 

その他 

分野共通枠 

３１５人      

（うち IT：２００人）      

（うち Web：１１５人）         

１９５人      

 １０５人      

３８５人      

 ４８人      
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１）その他分野とは、販売・営業・経理事務系、アロマ、ネイルアート、機械ＣＡ

Ｄ、建築ＣＡＤ等。 

２）ｅラーニングコースについては、認定規模の２０％程度を上限とし、各月の定

員数及び認定分野については、神奈川労働局と独立行政法人高齢・障害・求職者

雇用支援機構神奈川支部との協議により認定する。 

３）分野共通枠は、実践コースの毎月の各分野認定規模の上限を超えて認定申請が

される場合、超える申請部分を共通枠で認定するもの。 

 ・ 上記のうち、新規参入枠は次のとおりとする。 

 訓練認定規模 

基礎コース ３０％ 

実践コース ３０％ 

  注 申請対象期間の認定数を超える認定申請がある場合は、 

イ 新規参入枠については、職業訓練の内容や質等が良好なものから認定する。 

ロ 実績枠については、求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

※ 新規枠は必ず設定することとするが、ある認定単位期間で実績枠に余剰人員

が発生した場合は、枠の活用のために同一認定単位期間内で、新規枠へ振り

替えることも可能とする。 

ハ 実践コースにおいて設定された訓練分野において、当該訓練分野の訓練コー

スが認定されなかった場合の定員は、同一認定単位期間の「その他」分野へ

の振替も可とする。 

ニ 地域ニーズ枠の設定は、上記、各訓練認定規模の内数として実施し、公共職

業訓練（離職者訓練）の訓練規模、分野及び時期などを踏まえて設定する。

但し、訓練認定規模の２０％以内とする。また、地域ニーズ枠の対象となる

地域は、平塚所、小田原所及び松田公共職業安定所の管轄地域とし、ｅラー

ニングコースについては、対象外とする。 

ホ 学卒未就職者、生活困窮者、不安定就労者および就職氷河期世代等を対象と

する職業訓練は、上記各訓練認定規模の内数として実施する。 

 

２ 認定単位期間 

・神奈川県においては、訓練機会を均等に付与するため１か月を単位として区分し認

定する。 

・認定単位期間ごとの具体的な定員は、過去の受講希望者数を参考に各月に振り分け

ることとする。 

・なお、認定申請受付期間については、神奈川労働局のＨＰ及び独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構神奈川支部のＨＰで周知する。 

 

３ 計画期間 

 ・計画期間は、令和７年４月１日から令和７年９月３０日までとする。 

 

４ 計画の改定 

 ・この計画は、職業訓練の実施状況等を踏まえ、改定する。 
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